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特集：社会保障と税の一体改革の成果とその後

幼保無償化をどうみるか
―――保育料負担の歴史的・制度的文脈と普遍主義―――

高端 正幸＊

抄 録

本稿は，2019年10月に実施された幼保無償化を評価する前提として押さえておくべき基本論点を整理

する。従来の保育料のあり方については，応能負担の正当性や保育料負担そのものの必要性がかねてよ

り問われていたが，財政学的見地から再検討を加えると，それらはいずれも明らかではないと結論付け

ざるをえない。それでは，無償化に意義が認められるとすればそれは何でありうるのか。それは利用者

の確実な権利保障を図る観点，および普遍主義の観点から見出すことができる。また，幼保無償化の意

義を踏まえることをつうじて，その日本的文脈における困難や，制度的不確定性の問題を見出すことも

可能となる。幼保無償化に至る政策決定過程においてこうした議論が十分に深まらなかったことは大

きな課題であり，それが今後の幼保無償化をめぐる検証作業の手前でまず求められる。

キーワード：利用者負担，負担配分原則，普遍主義，権利保障
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Ⅰ 幼保無償化を論じるために

幼児教育・保育無償化（以下，幼保無償化とす

る1)）が，2019年10月に実施された。その実施から

1年しか経っていない現段階では，それが子育て

世帯の家計状況や保育利用動向，保育所・幼稚園

の運営等に及ぼした影響をつぶさに把握すること

は難しい。

しかし，事後的な評価を下すための前提とし

て，まずは幼保無償化が日本の今日的文脈におい

て持ちうる意義や限界を確認しておく必要があろ

う。2017年の衆議院議員総選挙にあたって幼保無

償化が与党の政権公約に掲げられてから，実施に

至るまでの間に，その是非をめぐって一定の論争

がみられた。ところが，幼保無償化を推し進めた

政府・与党においても，その是非を論じた専門家

やメディア等においても，無償化，すなわち幼児

教育という対人社会サービスの無償性を実現する

ことの意味が，十分に掘り下げられなかったきら

＊埼玉大学人文社会科学研究科 准教授
1) 本稿では，日本において2019年に実施された幼児教育・保育無償化を「幼保無償化」とし，就学前段階の幼児教

育・保育に係る利用者負担の無償化を一般的に指す場合には「幼児教育の無償化」という語をあてることとする。

また，単に「幼児教育」と述べるとき，それは保育を含めた就学前教育全般を指すこととする。さらに本稿では，

単に「無償」「無償制」あるいは「無償化」という場合には，ある公共サービスの利用者のすべてに利用者負担を

求めないこと（完全無償，完全無償化）を指すものとする。
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いがある。

無償化は，単なる利用者負担の軽減とは質的に

異なる。それは何を目的とし，いかなる意義を伴

いうるものなのか。無償化の目的や意義，および

日本における幼児教育・保育をめぐる制度的・歴

史的文脈との関係で，幼保無償化はいかに評価さ

れるべきなのか。本稿は，こうした問いに答える

ための材料を提供する。

具体的にはまず，従来の保育料負担をめぐる基

本論点として，応能負担の是非および保育料負担

の必要性という2点を抽出し（第II節），それぞれ

の歴史的文脈や過去の議論を吟味していく（第III

節，第IV節）。そこで確認されるのは，保育料の応

能負担の正当性も保育料の存在根拠そのものも，

必ずしも自明ではないということである。そのう

えで，保育料，あるいは福祉サービス一般の無償

化が本来内包しうる意義や可能性をいくつかの視

点から検討し，幼保無償化との関係をみる（第V

節）。こうした考察をつうじ，今後本格化するで

あろう幼保無償化に対する事後的な検証作業にお

いて前提とされるべき，若干の基礎的な認識を提

供することが，本稿の目的である。

Ⅱ 従来の保育料負担をめぐる論点

まずは歴史的観点から，保育所の利用者負担す

なわち保育料には重要な意味があったことを確認

しておきたい。

周知のとおり，戦後，保育を含む福祉サービス

一般においては，関連各法（児童福祉法，老人福

祉法，身体障害者福祉法等）によって，入所等の

措置に係る費用の全部または一部を利用者（本人

またはその扶養義務者）に負担させることが可能

とされ，実施されてきた。そして，国および地方

自治体の財政事情が悪化した1970年代中頃から，

いわゆる「臨調行革」の下での「増税なき財政再

建」が推し進められた80年代にかけて，この利用

者負担が次々と強化され，これが社会福祉行政に

おける一つの大きな問題と化した。

そのさい保育料負担は，つぎの2点において特

徴的な位置を占めた。第一に，利用者負担の導入

およびその強化は，保育料を先行形態として福祉

サービス一般に展開していった。1948年施行の児

童福祉法は，その56条において保育の措置費用の

全部または一部を利用者（本人またはその扶養義

務者）から徴収する旨を規定していた。当初，保

育料の決定は収入認定方式（ミーンズテスト）に

よっていたが，1958年7月から所得税・個人住民税

の課税状況を基準とするいわゆる税制転用方式に

変更された。そしてこの税制転用方式に基づく応

能負担制度が，1972年に精神薄弱者施設，老人福

祉施設，地域福祉施設さらには身体障害者施設に

も援用されることとなる。つまり保育料は，広範

な福祉サービスにおける利用料徴収制度の原型を

なしたのであり，その意味で社会福祉全般の費用

徴収問題の中でも重要な位置を占めていた〔垣内

（1993），pp.146-151〕。

第二に，高齢者福祉・障害者福祉諸施設と比較

して，保育所については1970年代より以前から利

用者負担（保育料）が相対的に高水準に設定され

ていたうえに，その後さらなる引き上げが進ん

だ2)。ゆえに，保育料負担の水準やその決定メカ

ニズムに対する問題意識は比較的早期からみら

れ，かつ80年代にはとりわけ問題とされることと

なった。

さて，今日の観点から興味深いのは，過去に提

起された保育料のあり方をめぐる諸論点に明確な

決着が付けられないまま，1990年代以降さらには

幼保無償化の実施にいたる近年まで，応能負担型

保育料負担が維持されてきたことである。未解決

の諸論点のなかには，幼保無償化の意味を確認す

るうえでとりわけ注目すべきポイントが2つある。

ひとつは保育料（および社会福祉サービス全般に

おける利用者負担）における応能負担の是非であ

2)地方自治体の歳入科目の1つとしての保育所使用料（公立保育所のみ）の全国総歳入額は，1970年度から75年度

に約3.2倍，70年度から78年度に約5.6倍の伸びを示していた〔堀（1981），p.295〕。また寺脇（1982）は，措置費を

分母とした場合の保育料の水準を「利用者負担率」として推計し，その水準が他の社会福祉諸施設より著しく高

いこと，およびそれが1975年度の37.6％から80年度には47.4％へと上昇したことを明らかにしている。
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り，もうひとつは保育料（および社会福祉サービ

ス全般における利用者負担）の必要性あるいは正

当性そのものである。

このうち前者は，従来の保育料が応能負担制を

とり，かつ低所得世帯についてはすでに無償で

あったことから，無償化が所得水準の高い世帯に

より大きな負担軽減効果をもたらすという，幼保

無償化に対する主要な批判点にかかわっている。

そして後者は，幼保無償化の必要性の如何に直接

かかわる論点である。これらを以下で順次整理

し，考察を加えていくこととする。

Ⅲ 応能的保育料負担とは何か

1 負担配分原則をめぐる混乱

前述のとおり，1948年の児童福祉法施行当初か

ら，保育所措置費用の全部または一部の利用者負

担の徴収が規定され，1958年には税制転用方式に

基づく応能負担制が導入されて，その後の保育料

のあり方を基礎づけた。

堀勝洋は，保育料徴収に関する児童福祉法の

「基本原理」を次のように整理した。第1は，保育

所への入所要件に経済的要件が付されていないこ

とである。したがって，高所得層も含めて，「保育

に欠ける」要件を満たせば保育所の利用が認めら

れる。ここから第2に，高所得層にまで福祉サー

ビスを無料で行う必要はなく，適正な負担を求め

ることが社会的公正にもかない，また限られた福

祉資源の効率的な利用を図るうえでも必要不可欠

のことだとする。ただし第3に，利用者に負担能

力が欠ける場合には，その負担能力に応じて負担

が減免されることが当然だとする〔堀（1981），

p.297〕。

このうち第1の点は児童福祉法上の規定をその

まま確認したにすぎないが，第2，第3の点は堀自

身の規範的な法解釈である。要するに，保育所の

保育サービスが選別的・救貧的施策ではなく，

ニーズに応じて費用負担能力を十分有する者を含

めて提供されるがゆえに，利用者はその負担能力

に応じて保育料を負担すべきだというのが堀の主

張である。これは当時の応能的保育料負担制度を

是認する代表的な見解であるだけでなく，経済

的・社会的状況の異なる今日においてもなお，応

能負担型保育料を支持する場合の典型的な考え方

だといってよい。

さて，保育料徴収そのものの必要性の如何につ

いては次節で検討することとし，まずは応能負担

の是非に着目すると，その軸をなしたのは「応能

負担か，応益負担か」という論点であった。

上述のように応能負担の正当性を主張する堀

は，保育料を含めた公共サービスの受益者負担の

目的の第1に，「受益に応ずる負担」を挙げ，サー

ビスの利用により生じる社会的便益と私的便益の

うち私的便益に相当する負担を利用者に求めるこ

と〔堀（1981），p.307〕が可能であり，「社会福祉

施策における利用者負担の多くは，この受益に応

ずる負担を課すことをねらいとしている」〔堀

（1984），p.332〕としていた。つまり堀は，保育料

徴収の根拠を受益に求めながらも，負担配分につ

いては応能負担を是認するという論理構成をとっ

ていたわけである3)。

これに対し，ほぼ同時期に，保育料の応益負担

を主張し応能負担を退けたのが成瀬龍夫である。

成瀬は，「保育所や老人ホームの利用者において

は，サービスからの『受益』は基本的に同一で

あって，料金差を設ける経済的根拠が明白ではな

い。むしろ，負担の『公平』という見地に立てば，

同一サービス同一負担の原則，すなわちサービス

の受益の程度が同一ならば料金の負担も同一とい

う考え方が，負担の『公平』の理念により忠実で

3) この矛盾に関する堀の見解は明らかでない。堀（1981）においては，保育料の上限である措置費用全額徴収の場

合は応益負担，減免する場合は応能負担というように，両原則が混在する状態にあるとの認識が示されるととも

に，応能負担を肯定する趣旨の議論がなされているが〔堀（1981），p.303，p.316〕，応益・応能両原則の保育料負

担制度における混在を理論的に正当化する作業はなされていない。後年の堀（1987）でも，応益原則を「便益基

準」，応能原則を「能力基準」と言い換えたうえで，両者を並立させているのみである。なお，こうした堀におけ

る負担原則の一貫性の欠如が，1980年代に至るまでに進んだ「受益者負担論」に基づく利用者負担強化傾向それ

自体がはらむ性格を反映したものである点については後述する。
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あるといえる」〔成瀬（1981），p.59〕と主張した。

急いで付け加えれば，この成瀬の主張には，サー

ビスの内容とサービスからの受益とを混同し，受

益に着目した負担が保育所利用者（正確には保育

料負担者である児童の扶養義務者）の別によらず

同一水準になると即断している点で粗さが含まれ

ている4)。

それでもなお成瀬の議論に着目すべき理由は，

彼の議論が応能負担の基本問題を萌芽的に指摘し

ていたことにある。というのも，成瀬はまず，応

能的利用者負担が（ほかの社会福祉施設に比して

中・高所得層を利用者に多く含む保育所の場合に

おいては特に）高所得層に租税負担および利用者

負担の両面で二重に重い負担を負わせる点を不合

理であるとみた。そして，高所得者に高保育料を

負担させることを公平だとする見方を退け，「負

担の不公平に問題があれば，まず租税負担の領域

で社会的な調整をはかることが先決であってしか

るべきだ」とした〔成瀬（1981），pp.59-60〕。ここ

では，公共サービスに対する一般的かつ第一義的

な財源調達手段としての租税において高所得層は

累進的な負担を求められているのに，なぜ保育所

の利用という特定の場面においても高い負担を求

められるのかという疑問，および，負担の垂直的

公平を図るなら，公共サービスの利用者負担では

なく，租税負担によって図るべきだという見解が

示されている。

後年に，こうした疑問が生じる根本的な原因を

指摘したのが内山昭である。内山は，「応能原則

というのは，公共サービスや財政支出と無関係

に，あるいはそれらと切り離して負担を求めると

ころに本質的特徴がある」〔内山（1995），p.53〕こ

とに注意を促す。つまり租税の本質は，反対給付

への請求権がないという意味での無償性にあり

〔神野（2007），p.151〕，反対給付の受け取りとは

無関係に負担を求めるものであるがゆえに，受益

とは無関係に応能原則に基づく負担を求めること

が租税においては可能となる。しかし，「保育料

は保育サービスを受けていることに料金負担の根

拠があるから，これに応能原則＝累進負担を適用

することははじめから無理」〔内山（1995），pp.53-

54〕なはずである。したがって，保育料（を含め

た公共サービスの利用者負担）を負担させるとし

ても，それはサービスの提供費用もしくはサービ

スからの受益に着目した負担配分方式をとるべき

だということになる。

2 応能的保育料負担の歴史的性格

こうした根本的問題の存在にもかかわらず，な

ぜ保育料の応能負担制は定着したのか。

確認すると，保育料は1958年から税制転用方式

に基づく一種の応能負担制をとっており，具体的

には所得税額を基準に階層を設定し，保育料に差

をつけるものであった。ただし1962年までは，3

歳以上児についてはABCDの4階層区分で，最上位

のD階層の保育料を保育所措置費用（保育単価）

の半額とし，以下3段階にわたって軽減するもの

であり，3歳未満児については一律料金制をとっ

ていたため，減免制度つき応益（定額）負担制に

近いものであった〔内山（1995），p.54〕。しかし

その後，最上位における措置費用全額徴収と，階

層区分の細分化が進み，1980年度時点では措置費

全額を最高額とする15階層（3歳以上児は11階層）

の段階的保育料が設定されていた〔寺脇（1982），

p.36〕。

重要なのは，こうした保育料制度については，

「福祉費用（すなわち財政支出―筆者注）をできる

だけ低位にとどめるため，利用者負担をできるだ

け高め，支弁費全額を利用者負担額の最高額と

し，以下を適宜税額で調整するという方式」〔右田

（1973），p.323〕であり，「実態をみる限り，応能負

担原則は高額保育料政策の論拠として用いられて

いる」〔田村（1982），p.24〕という指摘がなされて

いたことである。

歴史的文脈を押さえておこう。1965年の昭和41

年度予算編成において国が戦後初の赤字公債発行

4) 保育料負担者である扶養義務者を受益者とみなしたうえで，扶養義務者にもたらされる私的便益を保育所の利

用により実現された就労による稼得として把握するならば，扶養義務者の所得の多寡に応じた差別的負担設定が

応益負担として正当化しうるなど，応益負担イコール均一負担となる必然性はない。
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に踏み切り，均衡財政主義の放棄を迫られたこと

をうけて，財政合理化を機とする大蔵省主導の

「受益者負担論」に基づく福祉サービス利用者負

担強化の流れが形作られていった。「受益者負担

論」は当初，主に医療保険制度に対する国庫負担

の引き下げを正当化するために展開されたが，

1970年代には次第に社会福祉領域における利用者

負担へと援用が進み，オイルショックを経た1975

年度以降にはかなりの浸透をみせた〔佐藤・古市

（2014），pp.55-69〕。1975年には，財政当局ではな

く福祉当局サイドから初めて，社会保障長期計画

懇談会が「保健，福祉サービスにおいても，必要

な場合には受益者にも相応の負担を求める等費用

負担の合理化を行う」ことを提言し（『今後の社会

保障のあり方について』1975年8月12日），同年の

厚生白書（昭和50年版）にもほぼ同様の記述があ

らわれた。そして1970年代末以降には，中央社会

福祉審議会が老人ホームの入所措置や老人家庭奉

仕員の派遣に係る利用者負担の導入および強化を

具申していくこととなる5)。

こうした動向のもと，保育料水準はほかの社会

福祉施設の利用料に先駆けて引き上げが重ねら

れ，同時に応能負担化が進んだ。国が定める社会

福祉施設の利用者負担徴収基準をみると，「（1980

年時点で）保育所の徴収基準だけは，（中略）他の

通所施設のおよそ2〜3倍にも及ぶ金額」〔寺脇

（1982），p.32〕に達していたが，それは保育料の

徴収基準を「毎年改定（他施設はほぼ1年おき）し

て，設定金額を引上げ，経費（保育単価）とのズ

レを最小限にする」とともに，「階層区分の区分方

法をその分布状況の変動に即して，次々に細分化

したことで，課税状況のわずかの変動（名目所得

の上昇）でも，階層ランクが移動し，徴収金額が

自動的に引きあげられる仕組み」を整えていった

結果であった〔寺脇（1982），p.33〕。つまり財政

的観点からみれば，当時進行した保育料の応能負

担化とは，措置費用の全額を上限とし，細かな階

層別保育料を用意することによって，低所得層か

ら高所得層まで「応能的」に可能なかぎりの保育

料負担を実現させることで，措置費用に対する公

費負担を縮減しようとしたものにほかならない。

理解を容易にするため図式化すれば，図1のよ

うになる。点線の水準を措置費用の全額とする。

上述した1962年までの減免付き応益負担制の保育

料設定の場合，利用者負担額はA，公費負担額はB

＋Cとなるが，措置費用全額を上限とする応能負

担制をとれば，Bに相当する額を利用者負担に変

え，公費負担額をCに削減することができる。利

用者の負担能力に配慮しつつも公費負担を極力抑

制しようとしたからこそ，保育料制度は応益負担

から応能負担へとシフトしていったわけである。

こうした公費負担の抑制と利用者負担の強化が，

5)中央社会福祉審議会（1979）および同（1981）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 5 No. 4506

保育料水準

応能負担

C

B

応益負担

A

所得階層（所得税額）
出所：筆者作成。

図1 利用者負担配分と公費負担
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費用負担面における国家責任の後退と保育サービ

スの「私化」を意味することはいうまでもない。

それゆえに，1970年代後半から80年代にかけ

て，上述した成瀬に代表される応益負担論は，保

育を受ける権利の保障と，その一環としての保育

料軽減を求める立場から展開された。成瀬は，租

税でまかなわれるべき行政サービスの費用が国民

の税外負担に転嫁させられていくことが，国民の

主権者，納税者としての権利を著しく損なうこと

を懸念するがゆえに，「（利用料負担者としての個

別的資格ではなく―筆者注）納税者としての一般

的資格で無償あるいは低料金でサービスが利用さ

れるようにする必要がある」としたうえで，その

ためには応能負担を税制の領域に限定し，利用者

負担は定額均一料金制をとることが望ましいと論

じた〔成瀬（1981），pp.60-61，同（1984），p.10〕。

つまり，成瀬の応益負担論には，「社会福祉法制に

おける現実の応能負担制度が措置費の全額自己負

担を思想上の前提としており，つねに公的責任の

縮減，需要抑制，自助の強要と直結してきたとい

う事実に対する批判がこめられて」〔河野（1982），

p.19〕いたわけである6)。

いったんまとめよう。前項で指摘したように，

そもそも，保育料を含めた公共サービスの利用者

負担に応能原則を持ち込むことには根本的な矛盾

が存在する。それにもかかわらず，国レベルの徴

収基準において，措置費全額を上限とする応能負

担制は1997年度まで維持された。なお，1990年代

には階層区分の若干の簡素化が進んだし，1998年

度以降は保育料最高額と措置費全額とのリンクも

解消された。ただし，それらは主に共働きの中・

高所得階層における保育料の負担感の高まり，お

よび国庫負担制度上の保育料徴収基準と各地方自

治体における（軽減）保育料設定との乖離に起因

する自治体負担の過重化といった問題への対応で

あって，応益負担原則への接近が理論的根拠に基

づいて進められたものとはみなしがたい7)。

以上をつうじて押さえておきたいのは，3歳以

上児について2019年10月の幼保無償化まで存続

し，0〜2歳児については今なお存続する保育料の

応能負担制は，負担配分原則上の難点を有するの

みならず，利用者負担の最大化と公費負担の最小

化を図る手段として発展・定着した保育料制度の

残滓だということである。前述のとおり，幼保無

償化に対しては，保育料の応能負担を正当とみる

立場からの批判がみられた。無償化を保育サービ

ス利用に係る金銭的負担の単なる軽減策とみなす

なら，この指摘に誤りはない。しかし，利用者負

担の配分原則としての応能原則の妥当性や，応能

負担制が帯びる歴史的性格といった点を含めた応

能負担の正当性に関する省察が，そこには決定的

に欠けていると言わざるをえない。

6) こうした立場とは異なり，公共経済学の立場から，保育料の応能負担を根拠薄弱としつつ保育費用の利用者全

額負担を唱えたものとして，高山（1982）および同（1984）がある。なお，高山の議論に対して，堀（1987）は全

面的な批判を展開している。
7) このことを当時の審議会・委員会等の報告で確認すると，まず1993年の社会保障将来像委員会第一次報告では，

医療や福祉サービスの「費用については，サービスの性質に応じ負担能力のある者に応分の負担を求めることが

適当である」と応能負担が支持されていた。また同年の「これからの保育所懇談会」による提言は，応能負担型保

育料制度に「応益負担を加味しながら徴収区分を簡素化する」ことを検討すべきだとしたが，その目的は，共働き

の勤労者世帯や3歳未満児を持つ若年世帯，多子世帯の負担感が大きいことに起因する負担感や不公平感の解消

とされていた。そして翌94年の『保育問題検討会報告書』は保育料階層区分の統合・簡素化および上限額設定を

行うべきだとしたが，その目的は「共働きサラリーマン世帯の高額保育料負担の軽減及び不公平感の解消を図る」

こととされた。さらに1996年の中央児童福祉審議会基本問題部会『少子社会にふさわしい保育システムについて

（中間報告）』は，均一料金制の考え方に踏み込んでいるが，そこでもその理由は主として中堅所得層の共働き世

帯の負担感，およびサラリーマン世帯の抱く不公平感に求められた。なお周知のとおり，応益負担論は1990年代

半ば以降の文脈において，異なる政策的インプリケーションを伴いつつ高齢者福祉（介護保険制度）や障害者福

祉（支援費制度，自立支援法等）へと援用されていくこととなるが，本稿の課題を外れるため，ここではその点を

指摘するのみにとどめておく。

幼保無償化をどうみるか―――保育料負担の歴史的・制度的文脈と普遍主義――― 507
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Ⅳ 無償化の意義はどこにあるのか

1 「普遍主義＝利用者負担主義」の再検討

幼保無償化は，自明に近いものとされていた保

育料の存在そのものについて，否応なく再考を

迫った。そもそも，保育料の徴収は必要なのか。

もし単なる軽減ではなく，無償とすべきなのだと

すれば，それはなぜなのか。

手始めに，1970年代後半から80年代にかけての

福祉サービス利用者負担の導入・強化の背景に

あった考え方を確認すると，それはおおむね4点

に要約することができる。

①福祉サービスが，低所得者のみならず福祉ニー

ズを有する幅広い層にも利用されるようになっ

てきたため，負担能力を有する高所得層に費用

を負担させることが社会的公正にかなう。

②所得保障制度の相次ぐ改善により，福祉サービ

スの利用者の負担能力が高まったため，適正な

利用者負担を課すべきである。

③財政事情の悪化にともない，国庫負担の軽減を

図るため，福祉サービスについても利用者負担

を導入強化すべきである。

④高齢化により年金・医療の費用増大が見込ま

れ，そこに財源を充当するために，その他の福

祉ニーズについては自助努力（の一環としての

利用者負担）によって可能なかぎり対応させる

べきである。

〔堀（1987），pp.66-67〕

このうち③・④は，福祉サービスの性格やニー

ズ自体ではなく財政事情という外在的要因から発

するものであるため，ここで検討の対象とはしな

い。それに対して①（および付随して②）は，保

育料のあり方をめぐって多くの論者8)に共有され

た「無料化＝選別主義，有料化＝普遍主義」〔里見

（2002），p.100〕というとらえ方であり，ここで若

干の検討を加える必要がある。なぜなら，「有料

化＝普遍主義」志向とは対照的に，本稿がテーマ

とする今日の幼保無償化は，保育の必要性に応じ

て所得によらず保育ニーズを充足していくとい

う，普遍主義を指向する保育政策の下で実施され

たからである。

保育所については制度上，戦後早い時期から利

用要件に所得の欠如が含まれなかったうえに，高

度経済成長期の家計所得の向上もあって，中・高

所得層による利用が増加していった。こうして，

いわば救貧的選別主義から普遍主義への移行が早

期に進行するなかで，負担能力に応じて利用者負

担を求めるべきとの見解が強まり，前節で検討し

た応能的利用者負担の定着と強化が進んだ。この

とき，普遍主義への移行を保育料あるいは福祉

サービス全般における利用者負担の必要性に結び

つける論拠として，つぎの2点がしばしば強調さ

れた。

第一に，利用者と非利用者の間の公平・公正の

確保である。利用者も非利用者も負担する国税・

地方税によって保育サービス費用はまかなわれる

半面，保育サービスから私的便益を受けるのは利

用者のみである。このように利用者には特別の利

益が発生するため，その対価として保育料を負担

することが公平であるという9)。なお周知のとお

り，この意味での公平・公正論は，保育あるいは

社会福祉領域にかぎらず，社会保険制度を含めた

社会保障全般における利用者負担の必要性やその

引き上げの根拠として，今日に至るまで繰り返し

主張されている。

第二に，利用者の自立意識の醸成，あるいはス

ティグマの除去である。これは，高齢者福祉や障

害者福祉に利用者負担を拡張するさいに，「応分

の費用を負担することは，自立意識を醸成し，さ

らに施設を生
・

活
・

施
・

設
・

と
・

し
・

て
・

発
・

展
・

さ
・

せ
・

て
・

い
・

く
・

た
・

め
・

の
・

方
・

途
・

の
・

一
・

つ
・

として多大な役割を有する」〔中央社

8)例えば大野（1984，pp.7-8），三浦（1985，p.211），堀（1987，p.77）等。
9) なお，1962年の社会保障制度審議会勧告（いわゆる「総合調整勧告」）が，社会福祉においては原則として受益

者に費用を負担させるべきではないとしつつも，「当人に負担能力があり，かつ受益できない者との権衡上適当で

ある場合には，費用の一部を当人に負担させることもある」としたさいには，当時すでに利用者負担が存在した

保育所が念頭におかれていたと思われる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 5 No. 4508
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会福祉審議会（1979）〕，あるいは「そ
・

の
・

利
・

用
・

者
・

層
・

を
・

課
・

税
・

世
・

帯
・

に
・

拡
・

大
・

し
・

て
・

い
・

く
・

に
・

当
・

た
・

っ
・

て
・

は
・

，利用者

が（中略）応分の負担をする制度の導入は避けら

れ」ず，「負担制度の導入は，福祉サービスについ

て利用者の側から主体的に利用するものであると

いう認識を醸成する役割を果た」〔中央社会福祉

審議会（1981）〕す，という形で展開された（いず

れも傍点は筆者）。つまり，救貧的・残余的施設

サービスの生活施設への発展や，利用者層の拡大

といった普遍主義化傾向にともない，利用者の自

立意識の向上のために利用者負担が重要となると

いうわけである。

しかし，これらの論拠には説得力に欠ける面が

ある。まず，受益の有無によって利用者と非利用

者を分け，前者の受
・

益
・

に着目して保育料負担を正

当化する第一の論拠に基づくかぎり，応能的保育

料負担は正当化しがたい。しかも保育料負担の強

化が図られた時期に社会的便益に比して私的便益

が増大したとも考えにくい。そのため，この考え

方は必ずしも現実の保育料政策を理論的次元で規

定したわけではない。むしろそれは，公費節減を

目的に「サービスの便益が及ぶ範囲を狭く見積も

ることで，サービスの利用者と非利用者を区分

し，この両者の間で公平性を確保するということ

を建前に利用者から受益者負担を徴収」〔佐藤・古

市（2014），pp.68-69〕するため，あるいは利用者

負担への政治的支持を非利用者の側から調達する

ための，言説戦略としての性格が強かったとみる

べきである。

また，利用者・非利用者間の不公平は利用者に

中・高所得層が増えるほど顕在化することとなる

ため，この論理は救貧的・選別的制度の擁護に接

近していく。すなわちこの論理は，「現在の保育

所のように低所得者とは考えられない一般の者に

も，原価の60％から85％もの公費（租税）が充て

られているということは，少なくとも租税の使い

方としては公正を欠くといえる」〔日本都市セン

ター（1979），p.208〕し，「このことは，保育所の

『利用者』と『非利用者』との間にも著しい不公正

を生んでいる」〔同，p.214〕ため，「保育所運営費

に対する国庫負担制度は，（中略）その対象を保護

者が病気である等のため，真に保育に欠けている

と認められる児童に限定」〔同，p.215〕すべきだ

という論理的帰結に陥りかねない10)。

つぎに，上の第二の論拠については，里見賢治

による批判をみておきたい。里見は，費用を負担

すれば自立意識が養われるという考え方が「負担

できないものは，その限りで自立意識をもてなく

ても当然とする考え方を伏在させている」〔里見

（1986），p.80〕ことを問題としたうえで，「自立や

参加を強調するのであれば，むしろ費用負担の有

無や程度による差別やスティグマを除去するため

に，費用負担をはずすことの方が有効であろう」

と指摘している。さらに里見は，スティグマ，す

なわちサービスの利用に伴い恥辱感・屈辱感が発

生するのは，低所得層に対象を限定する選別主義

的サービスが（低所得層に限定されるがゆえに）

無償で提供される場合であって，幅広い層の利用

が進む普遍主義的状況にそれを当てはめることは

できないとし，そのことは原則無償制の義務教育

をみれば明らかであるとする。つまり，スティグ

マを防ぐために利用者負担が必要だとする見解

は，「低所得階層に限定された選別主義的サービ

ス（それは無料となる）のもつスティグマ性を，

無料のサービス一般に拡大し（混同し）て理解す

るもの」〔里見（2002），p.100〕だというわけであ

る。

2 権利保障手段としての無償化

以上のことから保育料負担の必要性に疑問が呈

されるとしても，無償化がただちに正当化される

わけではない。そこでさらに，幼保無償化そのも

のが内包する積極的意義を確かめておくこととし

よう。

手がかりとして，まず他の対人社会サービスに

目を向けてみたい。特に，幼児教育が接続する教

10)近年に至っても，税という国民一般の強制的負担によってまかなわれる福祉サービスが対象とするニーズは特

別に公が責任を持って直接に対応すべきニーズとして選定されねばならないため，福祉サービスを自力で買うこ

とのできない低所得層に給付対象を限定すべきだ，という考え方は根強く存在する〔堤（2015），小塩（2016）〕。
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育段階であるところの義務教育は，いかなる根拠

により長年無償とされてきたのだろうか11)。教育

へのアクセスを費用負担が阻害しないようにする

ことが目的であれば，応能負担制や低所得層への

減免を伴う応益負担制でも事足りるかもしれな

い。また，国際人権規約（A規約）に基づき，日本

政府が義務教育のみならず高等学校や大学の漸進

的無償化にコミットする今日では，無償制の根拠

を義務教育であることに求めることもできない。

まず明確にしておくべきことは，無償化は単な

る費用負担軽減策ではないという点である。例え

ば義務教育の分野においては，日本国憲法や教育

基本法に基づく無償制と並んで，教育基本法第4

条の3（「国及び地方公共団体は，能力があるにも

かかわらず，経済的理由によって修学が困難な者

に対して，奨学の措置を講じなければならな

い。」）や学校教育法第19条（「経済的理由によっ

て，就学困難と認められる学齢児童又は学齢生徒

の保護者に対しては，市町村は，必要な援助を与

えなければならない。」）に基づく就学援助制度が

存在する。無償制も就学援助も，教育の機会均等

を目的とする点は共通している。

しかし，二者間には重要な性格の異なりがあ

る。すなわち，「就学援助は経済的ハンディを持

つ保護者を一定の方法でもって抽出選別して無償

の対象を決定するのであって（選択・選別の方

式），しかも就学援助をする側（無償義務の当事

者）の『立法政策上の問題』という大幅な裁量権

の事柄とされてしまっており，それゆえその就学

援助の内容は予算の範囲内であったり，時々の政

策上の選択（政治的な意図や力関係に依存した）

であったりという特徴を持つ」〔江幡（2014），

p.47〕。ゆえに就学援助制度は「保護者の経済力

に対応させた選択・選別を公権力の側の広い裁量

でもって遂行することになってしまっている点

（および）慈恵的恩恵的な性格を克服し得ている

かという点」〔同，p.51〕において，無償制とは根

本的に性格を異にする。

こうした見地に立てば，義務教育における無償

制の特質は，負担軽減の対象の選択・選別という

国家の裁量権が生じる余地をなくし，普遍的な権

利保障を目的とする国家の義務の履行として，無

条件に教育という公共サービスの無対価性を確保

する点に見いだされる。言い換えれば，選別性や

国家の裁量権の排除が，すべての国民に等しくそ

の能力に応じた教育を受ける機会が与えられなけ

ればならない（教育基本法第4条）という意味で

の，教育を受ける権利の確実な保障のために重要

だと考えられているわけである。国際人権規約

（A規約）の教育無償化条項が，初等教育の無償，

および中等・高等教育について「すべての適当な

方法により，特に，無償教育の漸進的な導入」（13

条2（b），（c））により教育機会を保障することを

掲げ，教育の無償化に特段の重要性を付与してい

ることも，同様の趣旨によるものと考えられる。

この点を幼児教育にひきつけてみよう。経済成

長や所得保障（現金給付）の発達等により子育て

世帯の費用負担能力が十分に高まれば，上述のよ

うな権利保障手段としての無償制の必要性の程度

は減じられうるかもしれないが，若年世代の所得

の不安定化や世帯構成の多様化，ひとり親世帯の

貧困率の高さ等が指摘される今日の状況はむしろ

その必要性を高めている。加えて，日本の財政を

めぐる政治的文脈に照らした場合に重要となるの

は，財政事情の悪化に応じて，社会保障全般にわ

たり利用者負担の引き上げが追求されてきたこと

であり，本稿で触れたように保育分野にもそれが

典型的にみられてきたことである。したがって，

今日および今後の日本において，乳幼児期におけ

る良好な生育環境の保障（およびそのための集団

保育の重視）が義務教育期のそれに近い重要性を

持つものと認められ，かつ女性の「キャリア権」

の保障〔三浦（2018）〕による就労とケアの両面に

わたるジェンダー平等の追求が望まれるとするな

らば，財政事情に応じた幼児教育費用負担の「私

化」を防ぎ，幼児教育へのアクセスの確実な保障

11) ここでは考察の手がかりとして義務教育における無償制の論理に着目するにすぎない。実態としての義務教育

の無償制が教育を受ける権利を十全に保障し得ているか否かについて，無償の範囲（授業料，教科書，給食費，そ

の他学習費用），私立学校の扱いなど具体論の次元で常に議論の余地が存在することは，周知のとおりである。
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を期するための手段として，幼児教育の無償化と

いう選択が明確な意義を有することとなる。

3 普遍主義の構成要素としての無償制

関連して，普遍主義もしくは普遍的給付の構成

要素としての無償制の重要性にも言及しておかね

ばならない。まず阿部彩によれば，家族の相互扶

助機能の減退や子供期の貧困（に起因する生育環

境の悪化）がもたらす甚大な社会的コストを踏ま

えると，「子どもの育成という大事業を，それぞれ

の家庭の責任の範疇にとどめておくことが，社会

の持続可能性から言っても，賢い選択肢ではな

い」〔阿部（2012），p.253〕。続いて阿部は「すべて

の子どもの健全な育成を保障すること」が不可欠

であり，それがすなわち「普遍的制度の基本理念」

であるとしたうえで，そこでは「子どもが属する

家族や諸事情について『不問』でなければならな

い」とする〔阿部（2012），p.254〕。ここで阿部が

論じたのは児童扶養手当等の現金給付における普

遍的給付の正当性であるが，これを幼児教育の現

物給付に敷衍することも可能である。すなわち，

保育ニーズのみに着目し，（子どもの属する世帯

の所得状況など）そのほかの諸事情については不

問とすべきで，ゆえに幼児教育の利用者負担は極

めて低額の応益負担制さらには無償制をとるべき

だという立場を導くことができる。

利用者負担を抑制もしくは無償化することに

よって，あるニーズ（例えば保育ニーズ）への対

応責任を費用負担の面からも利用者（保育ニーズ

の場合は扶養義務者）から切り離すことは，普遍

主義的福祉サービスの重要な構成要素である12)。

世界保健機関（WHO）は，医療保障制度の普遍化

を，①適用される医療サービスの範囲，②給付対

象者の範囲，③制度的に支弁される費用の範囲と

いう3つの側面で把握する〔WHO（2010），p.15〕。

このうち③は，公費負担の拡大すなわち私的負担

（患者負担）の抑制を普遍化のポイントとするも

のである。こうした把握を福祉サービスに適用す

ると図2のようになり，ここで色付きの直方体の

体積が大きいほど，その給付は利用者のニーズを

普遍的にカバーすることとなる。

また，ブロムクイストとパルメは，福祉政策分

析に用いる理念型としての普遍主義を，①同様の

条件にあるすべての市民を制度的に包含するこ

と，②公的な財源のみでまかなわれること，③給

付が同等のものとなるよう単一主体により運営さ

れること，④量的・質的に十分な給付によって困

窮しない層も含めたすべての集団を対象とするこ

と，の4点で定義しており，このうち②が無償制を

指し示している〔Blomqvist and Palme（2020），

pp.114-115〕。こうした理解に基づけば，子どもの

ニーズの充足に対する責任について脱家族化を図

るために，普遍主義を指向するならば，費用負担

面では無償制をとることが理想となる。

加えて，こうした普遍主義の多面的把握が，日

本の幼保無償化をめぐる議論を再構成するための

手がかりを与えてくれることも指摘しておきた

い。周知のとおり，幼保無償化に際しては，待機

児童の解消が優先されるべきだという批判や，認

可外保育所への無償化適用に関する疑問が沸き起

こった。このうち前者は保育サービスの量的不足

に起因するサービスからの排除の問題である。そ

して後者は給付の質的問題，あるいは上記のブロ

ムクイストとパルメの整理に従えば，単一主体

12) 従来の日本での福祉政策論議において，むしろ普遍主義を利用者負担の導入・強化と結びつける見解が強かっ

たことは，既述のとおりである。
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基づく給付対象の選別

普遍性の度合い，
または給付に要す
る財源の規模

出所：WHO（2010），p.XVの図をもとに筆者作成。

図2 福祉給付の3つの側面
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（あるいは単一制度）により運営されていないた

め給付が同等のものになっておらず（上記③），同

様の条件にあるすべての市民を制度的に包含する

ことができていないこと（上記①）に起因する問

題である。幼稚園の扱いをめぐる問題について

も，ここに含めることができよう。

このことが示唆するのは，第一に，日本の保育

ひいては幼児教育全般の制度的現実と，普遍主義

的制度との間の懸隔が，決して小さくないという

ことである。幼保無償化は費用負担面で普遍主義

へと大きく接近する政策であるが，そのほかの側

面にも普遍主義の観点から重要課題が存在するた

め，優先順位の是非が問われることとなった。

関連して第二に指摘すべきは，普遍主義的制度

と従来の制度との懸隔が小さくないがゆえに，普

遍主義への接近が困難化するということである。

もちろん，日本の保育制度に歴史的に定着した利

用者負担重視の傾向を幼保無償化が覆したことに

は重みがある。しかし，待機児童が解消せず，（特

に大都市部では）認可外保育サービスへのサービ

ス供給の依存が進み，認可・認可外それぞれに保

育の質の確保が保育士の待遇問題も絡みつつ問わ

れ，幼保一元化も道半ばにあるといった現状のも

とでは，幼保無償化によるある種の「一点突破」

がそれ自体として意義があるとしても，一定の無

理が生じる。

重要なのは，これらのことが，幼保無償化に制

度的不確定性をもたらしたように思われる点であ

る。確実な権利保障の手段として無償化を期する

ならば，義務教育や公共図書館の例と同様に，保

育料を無償とする旨を法定することが当然にして

不可欠であろう。ところが，幼保無償化後も子ど

も・子育て支援法に無償化の規定は存在せず，保

育料徴収に関する規定はむしろ維持されている。

同法施行令において，利用者負担の決定枠組みを

維持したまま，無償化対象となる保護者の利用者

負担上限額をゼロ円に定めることによって，それ

は実施されたのである（認可外保育所については

施設等利用費の給付制度を新設することにより対

応）。これは，内閣が施行令の関係規定を改正す

るだけで，容易に再有償化されうることを意味す

る〔田村（2020），pp.4-7〕。こうした点を踏まえる

と，幼保無償化が幼児教育の普遍化への確かな橋

頭保となるのか否かについては，今後の動向を注

視する必要があるといえよう。

Ⅴ おわりに―理念・原則の重要性

以上，幼保無償化を評価するための前提として

押さえておくべき論点を，いくつかの角度から提

示した。そのうえで，改めて最後に指摘しておか

ねばならないのは，幼保無償化の政策決定過程に

おいて，本稿が提起したような視点から無償化の

根拠や理念が議論されたり，打ち出されたりした

形跡があまりみられない点である。

『新しい経済政策パッケージ』（2017年12月8日

閣議決定）は「人づくり革命」の筆頭に「幼児教

育の無償化」を掲げ，子育てと仕事の両立や子育

てにかかる費用が子育て世代への大きな負担と

なっていること，幼児期の能力開発・身体育成・

人格形成等にとっての重要性，将来の貧困の防止

といった点を列挙したが，なぜ単なる利用者負担

軽減ではなく無償化が必要なのかについては明示

されなかった。さかのぼっても，文部科学省が設

置した「今後の幼児教育の振興方策に関する研究

会」の『幼児教育の無償化について（中間報告）』

（2009年5月18日）は，幼児教育の無償化が「喫緊

の課題」である理由として，幼児教育の重要性に

関する認識が高まってきていること，教育的・社

会経済的効果が実証的に明らかになってきたこ

と，経済的負担の軽減が少子化対策上の施策とし

て求められていること，諸外国が無償化の取組を

進めていることを列挙したが，やはり利用者負担

軽減ではなく無償化が求められる根拠は明らかで

ない。紙幅の制約上，例示はかなわないが，審議

会・委員会さらには国会における議論も含め，利

用者負担の要否，単なる負担軽減を超えた無償化

の必要性，それを根拠づける理念や原則論が深め

られないままに，幼保無償化は実現へと向かった

きらいがある。

幼保無償化の理念・原則を見つめ直すことが，

今後の幼保無償化をめぐる検証作業の手前でまず
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求められるのではないだろうか。その過程が省略

されてしまえば，今後の検証作業も，評価軸があ

いまいなまま個別的論点に拘泥することとなりか

ねない。無償化は，オーソドックスな経済学の視

点のみでは正当化しがたい。また，利用者負担の

存在が当然視されがちな日本の状況において，そ

の意義は一般に容易に理解されにくい。そうであ

るからこそ，いったん立ち止まり，その根本を丁

寧に確認する必要がある。本稿はそのためのいく

つかの切り口を提示したが，今後もさらに，多様

な観点から議論を深めていくことが期待される。
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The Introduction of Free ECEC Fee in Japan: Its Historical

and Institutional Context and the Idea of Universalism

TAKAHASHI Masayuki＊

Abstract

This paper summarizes the fundamental issues to be considered as the basis for evaluating the free

childcare program implemented in Japan in October 2019. There have been questions in the past about the

legitimacy of redistributive fee structure and the necessity of the fee itself, and a re-examination from a fiscal

perspective leads us to conclude that none of these issues are clear. Then, what could be the significance of

free education, if any? It can be found from the viewpoint of ensuring users’ rights to childcare and from the

viewpoint of universalism. In addition, by considering the rationale for the free childcare, it is possible to

identify the difficulties inherent to the Japanese context and the problem of institutional uncertainty. The fact

that such issues were not sufficiently discussed in the policy-making process leading up to the introduction of

free childcare raises a serious concern, and it needs to be addressed before any ex-post examination on the

free childcare policy.

Keywords：Childcare Fee, Tax and Fee Principles, Universalism, The Right to Childcare


